
○産業技術短期大学校の専門課程の定員確保を図るとともに、平成２２年度において定員増が可能か検討する。

○都留、峡南高等技術専門校及び就業支援センターの普通課程等の重点化、効率化を図るとともに、民間にできることは民間に委ねる。
　
○在職者訓練は、利便性などを考慮し原則として現行どおり各施設で実施し、短期課程は、できる限りものづくり系訓練に集約する。

○雇用・能力開発機構の在り方についての動向、県立高等学校の再編に向けた取り組み状況などや、地域の活性化に果たす役割を踏まえながら、職業能力開発施設の有効活用を図る。

専門課程　　生産技術科(20人×2年)
　　　　　　　　電子技術科(30人×2年)
　　　　　　　　観光ビジネス科(20人×2年)
　　　　　　　　情報技術科(30人×2年)
在職者訓練（専門短期課程）年度延べ120人
　　　　　　　　（短期課程）年度延べ460人

普通課程　　ＯＡビジネス科(20人×1年)
　　　　　　　　電気システム科(20人×1年)
短期課程　　機械科、服飾科、家屋営繕科、
　　　　　　　　パソコン科(４科80人)
在職者訓練（短期課程）年度延べ540人
委託訓練　　３ｺｰｽ１５人

普通課程　　自動車整備科((20人×2年)
　　　　　　　　建築科(20人×1年)
短期課程　　造園科、服飾科、
　　　　　　　　内装リフォーム科(３科７０人)
在職者訓練（短期課程）年度延べ570人

短期課程　福祉サービス科、総合事務科、
　　　　　　　パソコン応用科、総合ビジネス科
　　　　　　　（４科130人)
(障害者)　総合実務科(20人×1年)
在職者訓練（短期課程）年度延べ780人
委託訓練　14ｺｰｽ213人

短期課程　テクニカルオペレーション科、
　　　　　　　金属加工科、住宅サービス科、
　　　　　　　建築ＣＡＤリフォーム科、
　　　　　　　電気設備科、ビジネスワーク科、
　　　　　　　産業技術科（７科424人）
在職者訓練　(専門短期課程)　16ｺｰｽ208人
委託訓練　25コース500人

産業技術短期大学校

都留高等技術専門校

峡南高等技術専門校

就業支援センター

（県立職業能力開発施設）

専門課程　　生産技術科
　　　　　　　　電子技術科
　　　　　　　　観光ビジネス科
　　　　　　　　情報技術科
在職者訓練

産業技術短期大学校

都留地域職業訓練拠点

就業支援センター

県職業能力開発拠点（新設）

（山梨職業能力開発促進センターの
施設・業務が、山梨県に引き継がれる場合）

　

　

専門課程　　生産技術科
　　　　　　　　電子技術科
　　　　　　　　観光ビジネス科
　　　　　　　　情報技術科
在職者訓練

短期課程
 (障害者)総合実務科
在職者訓練（短期課程）
委託訓練

短期課程　テクニカルオペレーション科、
　　　　　　　金属加工科、住宅サービス科、
　　　　　　　建築ＣＡＤリフォーム科、
　　　　　　　電気設備科、産業技術科
在職者訓練　(専門短期課程)　16ｺｰｽ208人

産業技術短期大学校

都留高等技術専門校

峡南高等技術専門校

就業支援センター

（山梨職業能力開発促進センターが存続する場合）

　

　

職業能力開発施設の組織及び学科の再編に向けて

基本方針

峡南地域職業訓練拠点

（現　　行）

（県立職業能力開発施設）

（山梨職業能力開発促進センター）

（山梨職業能力開発促進センター）

（県立職業能力開発施設）

　

　

高校再編との連携



各学科別の検討について

現行訓練 山梨職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）が移管の場合 山梨職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）が存続の場合
実施校 種別 課程・学科名等 定員 期間 拡充・継続・

移管・廃止
の別

実施校 定員 期間 備考 拡充・継
続・移管・
廃止の別

実施校 定員 期間 備考

産短 専門 生産技術科 20人 2年
産短 専門 電子技術科 30人 2年
産短 専門 観光ビジネス科 20人 2年
産短 専門 情報技術科 30人 2年
産短 在職者 （専門短期課程） 年度延120人
産短 在職者 （短期課程） 年度延460人
都留 普通 ＯＡビジネス科 20人 1年
都留 普通 電気システム科 20人 1年
都留 短期 機械科 10人 6ヶ月×2回
都留 短期 服飾科 15人 6ヶ月×2回
都留 短期 家屋営繕科 10人 6ヶ月
都留 短期 パソコン科 20人 2ヶ月
都留 在職者 （短期課程） 年度延540人
都留 委託 （短期課程） 1ｺｰｽ5人
都留 委託 (障害者) 2ｺｰｽ10人
峡南 普通 自動車整備科 20人 2年
峡南 普通 建築科 20人 1年
峡南 短期 造園科 15人 6ヶ月×2

回
峡南 短期 服飾科 15人 6ヶ月×2

回
峡南 短期 内装リフォーム科 10人 5ヶ月
峡南 在職者 （短期課程） 年度延570人
就業 短期 福祉サービス科 20人 6ヶ月×2

回
就業 短期 総合事務科 20人 3ヶ月
就業 短期 パソコン応用科 20人 3ヶ月×2

回
就業 短期 総合ビジネス科 30人 4ヶ月
就業 短期 (障害者)総合実務科 20人 1年
就業 在職者 （短期課程） 年度延780人
就業 委託 （短期課程） 4ｺｰｽ88人
就業 委託 (若年者・女性) 3ｺｰｽ55人
就業 委託 (障害者) 7ｺｰｽ70人
ﾎﾟﾘﾃｸ 短期 テクニカルオペレー

ション科
18人 6ヶ月×4

回
ﾎﾟﾘﾃｸ 短期 金属加工科 18人 6ヶ月×4

回
ﾎﾟﾘﾃｸ 短期 住宅サービス科 18人 6ヶ月×4

回
ﾎﾟﾘﾃｸ 短期 建築ＣＡＤリフォー

ム科
18人 6ヶ月×3

回
ﾎﾟﾘﾃｸ 短期 電気設備科 18人 6ヶ月×3

回
ﾎﾟﾘﾃｸ 短期 ビジネスワーク科 15人 6ヶ月×4

回
ﾎﾟﾘﾃｸ 短期 産業技術科 20人 6ヶ月×2

回
ﾎﾟﾘﾃｸ 在職者 (専門短期課程) 16ｺｰｽ208人
ﾎﾟﾘﾃｸ 委託 （短期課程） 25コース500人
※ポリテク＝山梨職業能力開発促進センター（ポリテクセンター） ◎（考え方）拡充・継続・移管・廃止の区分で検討する



公共職業能力開発施設等の概要

利用時間・
休業日

※山梨地域職業訓練センターは公共職業能力開発施設ではないが、雇用・能力開発開発機構の施設であり、県が運営を委託されているため、関連施設として掲載している

※県から管理委託を受けた山梨県職業能力
開発協会は山梨地域職業訓練センターにお
いて、貸し館業務の他、在職者訓練、認定職
業訓練、技能検定試験等職業能力開発事業
を実施。

○施設貸与　研修室等使用料１，２２０円（午
前）～
○施設設備貸与

　　1日（回）１台当たり１，０２０円

国民の祝日（日曜日にあたるときは翌日）
年末年始（１２月２８日～１月４日）
※上記のほか、土曜日及び日曜日について
は、利用申込がない場合は休館することがあ
る。機構が県へ管理委託し、県は山梨県職業能
力開発協会へ管理再委託

建物建設費＝５３０百万円（機構負担）

土地購入費、外構工事費等＝２３０百万円（県
負担）

９：００～２１：００（ただし、土・日曜日は～１７：
００）

４，０００．９㎡（山梨県）

RC造３階建１棟、鉄骨造り実習棟１棟　延べ
床面積２，２８６．３４㎡（１，７９１．８７㎡＋４９
４．４７㎡）建物所有者＝（独）雇用・能力開発
本館：会議室１室、研修室８室、実習室２室

実習棟１棟

（雇用・能力開発機構山梨センター）
山梨地域職業訓練センター

（山梨県中小企業人材開発センター）
平成２年３月２９日竣工

山梨県甲府市大津町２１３０－２

法的な設置根拠は特になし（（独）雇用・能力
開発機構の「山梨地域職業訓練センター」を
誘致し、山梨県中小企業人材開発センターと
して設置

短期課程　産業技術科（20人×2回・6ヶ月）
　　　　　　　ﾃｸﾆｶﾙｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ科
　　　　　　　　　　　　（18人×4回・6ヶ月）
　　　　　　　金属加工科（18人×4回・6ヶ月）
　　　　　　　住宅サービス科
　　　　　　　　　　　　（18人×4回・6ヶ月）
　　　　　　　建築CADﾘﾌｫｰﾑ科
　　　　　　　　　　　　（18人×3回・6ヶ月）
　　　　　　　電気設備科（18人×3回・6ヶ月）
　　　　　　　ビジネスワーク科
　　　　　　　　　　　　（15人×4回・6ヶ月）
在職者訓練　20ｺｰｽ

教室数　５０室　総席数　１，４８１席

視聴覚室　１室　１３４席

講堂　１２７席

教室数　７室　総席数　１７０席 教室数　６室　総席数　１００席

  （自動車整備科等は立って実習するため
席数なし）

教室４室　総席数１２０席

○在職者対象訓練

　　１コース　７，０００～２５，４００円

○施設設備貸与

　　1時間当たり５０～４００円

８：４５～１７：００（ただし、夜間の在職者訓練
実施日は～２１：００）

国民の祝日に関する法律に規定する休日
日曜日及び土曜日
１月２～３日及び１２月２９日～３１日

直営

○短期課程（離転職）は無料

１９，６３１．９７㎡

RC造２階建１棟、鉄骨造り実習場７棟　延べ
床面積６，６９５．２９㎡

本館：会議室２室、研修室２室、教室４室

実習場７棟

訓練生ホール１棟

（雇用・能力開発機構山梨センター）
山梨職業能力開発促進センター

昭和３４年１０月（昭和３５年２月から現在地）

山梨県甲府市中小河原町４０３－１

独立行政法人雇用･能力開発機構法（平成14
年法律第170号）

短期課程　福祉サービス科（20人×2回・
6ヶ月）
　　　    　　総合事務科(20人・3ヶ月)
　　　　    　パソコン応用科（20人×2回・3ヶ
月）
　　　    　　総合ビジネス科(30人・4ヶ月)
   (障害者)総合実務科(20人・1年)
在職者訓練　年度延べ780人
委託訓練　短期課程　4ｺｰｽ88人
      　(若年者・女性)　3ｺｰｽ55人
        (障害者)　7ｺｰｽ70人

学科 専門課程　　　生産技術科(40人・2年)
　　　　　　　　　電子技術科(60人・2年)
　　　　　　　　　観光ビジネス科(40人・2年)
　　　　　　　　　情報技術科(60人・2年)
在職者訓練　専門短期課程　年度延べ120
人
　　　　　　　　　短期課程　年度延べ460人

普通課程　ＯＡビジネス科(20人・1年)
　　　　　    電気技術科(20人・1年)
短期課程　機械科(10人×2回・6ヶ月)
　　　　　    服飾科(15人×2回・6ヶ月)
　　　　　    家屋営繕科(10人・6ヶ月)
　　　　　    パソコン科(20人・2ヶ月)
在職者訓練　年度延べ540人
委託訓練　短期課程　1ｺｰｽ5人
　(障害者)　2ｺｰｽ10人

普通課程　自動車整備科(40人・2年)
　　　　　    建築科(20人・1年)
短期課程　造園科(15人×2回・6ヶ月)
　　　　    　服飾科(15人×2回・6ヶ月)
　　　　    　内装リフォーム科(10人・5ヶ月)
在職者訓練　年度延べ570人

　　＊専門短期課程は3,200円～8,100円

   1ｺｰｽ2,100円（一部のｺｰｽは1,000円）

○在職者対象訓練

　 　　　 　　２８２，０００円（県外出身者） 　　　　　　（一部のコースは１，０００円） 　　　　　　（一部のコースは１，０００円） 　　　　　　（一部のコースは１，０００円）

   入学料　１６９，２００円（県内出身者） 　　　　　　１コース　２，１００円 　　　　　　１コース　２，１００円 　　　　　　１コース　２，１００円

直営

利用料金 ○入学検定料　１８，０００円 ○普通課程及び短期課程（離転職）は無料 ○普通課程及び短期課程（離転職）は無料 ○短期課程（離転職、障害者訓練を含む）
は無料

　 授業料　３８１，７００円（年額） ○在職者対象訓練 ○在職者対象訓練 ○在職者対象訓練

管理運営形態 直営 直営 直営

８：３０～１７：３０（ただし、夜間の在職者訓
練実施日は～２１：００）

休業日 国民の祝日に関する法律に規定する休日
日曜日及び土曜日
１月２～３日及び１２月２９日～３１日

国民の祝日に関する法律に規定する休日
日曜日及び土曜日
１月２～３日及び１２月２９日～３１日

国民の祝日に関する法律に規定する休日
日曜日及び土曜日
１月２～３日及び１２月２９日～３１日

国民の祝日に関する法律に規定する休日
日曜日及び土曜日
１月２～３日及び１２月２９日～３１日

利用時間 ８：３０～１７：３０（ただし、夜間の在職者訓
練実施日は～２１：００）

８：３０～１７：３０（ただし、夜間の在職者訓
練実施日は～２１：００）

８：３０～１７：３０（ただし、夜間の在職者訓
練実施日は～２１：００）

用地費（補償費含む）　９３百万円（婦人労
働開発センターから移管）

建設費（設計、造成、外構工事費含む）
１，３８９百万円

建設費（設計、造成、外構工事等含む）　１
１０百万円

建設費（設計、造成、外構工事等含む）　４
２０百万円（婦人労働開発センターから移
管）

建設費等 用地費（補償費含む）１，７９２百万円 用地費（補償費含む）　１１２百万円 建設費（設計、造成、外構工事等含む）　９
１百万円

建物規模

視聴覚室　１室　４０席

主な施設内容

実習室　５室　総席数　１３５席 実習室　３室 実習室２室　総席数３０席

会議室　２室　総席数　　６０席

会議室　２室　総席数　１５０席

鉄筋コンクリート４階建２棟、２階建１棟、１
階建３棟、鉄筋１棟　延べ１０，４１２㎡

鉄筋コンクリート　３階建　延べ床面積２，９
４１㎡

鉄筋コンクリート　３階建　延べ床面積　３，
５６０㎡

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６
４号）第１６条第１項

２，３４０㎡（県有地）

鉄筋コンクリート　地上２階　延べ床面積９
９９.７㎡

敷地面積（所有者） ４５，９３６㎡（県有地） ９，０８０㎡（県有地） １１，９０１㎡（県有地）（うち造園科実習地
４，６０２㎡）

設置根拠（法律、条例等） 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６
４号）第１６条第２項

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６
４号）第１６条第１項

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６
４号）第１６条第１項

平成１４年４月１日（県立婦人労働開発セン
ターから移管）

所在地 山梨県甲州市塩山上於曽１３０８ 山梨県都留市小形山１ 山梨県南巨摩郡増穂町青柳町３４９２ 山梨県甲府市塩部４丁目５－２８

設置年月日（改築年月日等） 平成１１年４月１日 昭和３３年７月１日（昭和４６年６月７日から
現校舎、平成５年１２月～６年３月改修）

昭和３３年７月１日（昭和４２年５月２０日か
ら現校舎）

産業技術短期大学校 都留高等技術専門校 峡南高等技術専門校 就業支援センター


